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議案第３１号 

 

   平成３０年度西条市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 平成３０年度西条市一般会計及び特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり議会の認定

に付する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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提案理由 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査委

員の審査意見を付けて、議会の認定を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（決算） 

第２３３条 （略） 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査

委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければ

ならない。 

４～７ （略） 
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議案第３２号 

 

   平成３０年度西条市水道事業会計決算の認定について 

 

 平成３０年度西条市水道事業会計決算を別冊のとおり議会の認定に付する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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提案理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、監

査委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めようとするものである。 

 

関係法令 

 地方公営企業法 

（決算） 

第３０条 （略） 

２、３ （略） 

４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査

委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最

初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第１項の議

会においては、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（

同条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議会の認定）に付

さなければならない。 

５～７ （略） 
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議案第３３号 

 

   平成３０年度西条市病院事業会計決算の認定について 

 

 平成３０年度西条市病院事業会計決算を別冊のとおり議会の認定に付する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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提案理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、監

査委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めようとするものである。 

 

関係法令 

地方公営企業法 

（決算） 

第３０条 （略） 

２、３ （略） 

４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査

委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最

初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第１項の議

会においては、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（

同条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議会の認定）に付

さなければならない。 

５～７ （略） 
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議案第３４号 

 

   公有水面埋立地の用途の変更について 

 

 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第１３条の２第２項において準用する

同法第３条第１項の規定により、愛媛県知事から次の公有水面埋立地の用途の変更に

ついて意見を求められたので、同法第１３条の２第２項において準用する同法第３条

第４項の規定により、異議はない旨の意見を述べることについて議会の議決を求める。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 申請者 

 愛媛県 

 

２ 埋立ての位置 

 愛媛県西条市ひうち字西ひうち５番、６番１、７番８、７番７及び７番２１

の地先公有水面 

 

３ 面積  

４５５，０１８．６２平方メートル 

 

４ 埋立地の用途及び規模 

変  更  前 

用 途 規 模（ヘクタール） 

木材・木製品製造業用地 

流通施設用地   

漁業施設用地    

緑地 

道路用地   

約５．０ 

約５．０ 

約６．５ 

約２６．８ 

約２．２ 

 

変  更  後 

用 途 規 模（ヘクタール） 

木材・木製品製造業用地 

流通施設用地 

漁業施設用地 

パルプ・紙・加工品製造業用地 

非鉄金属製造業用地 

港湾運送業用地 

緑地 

道路用地  

約５．０ 

約５．０ 

約６．５ 

約５．０ 

約２．４ 

約１．５ 

約１８．０ 

約２．２ 
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提案理由 

愛媛県が埋立免許を取得した東予港港湾区域内における公有水面埋立地の用途を変

更することについて、公有水面埋立法第１３条の２第２項において準用する同法第３

条第１項の規定により、東予港港湾管理者（愛媛県知事）から西条市長の意見を求め

られたので、同法第１３条の２第２項において準用する同法第３条第４項の規定によ

り、異議ない旨の意見を述べることについて、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 公有水面埋立法 

（出願事項の縦覧等） 

第３条 都道府県知事ハ埋立ノ免許ノ出願アリタルトキハ遅滞ナク其ノ事件ノ要領ヲ

告示スルトトモニ前条第２項各号ニ掲グル事項ヲ記載シタル書面及関係図書ヲ其ノ

告示ノ日ヨリ起算シ三週間公衆ノ縦覧ニ供シ且期限ヲ定メテ地元市町村長ノ意見ヲ

徴スベシ但シ其ノ出願ガ却下セラルベキモノナルトキハ此ノ限ニ在ラズ 

２、３ （略） 

４ 市長村長第１項ノ規定ニ依リ意見ヲ述ベムトスルトキハ議会ノ議決ヲ経ルコトヲ

要ス 

 （出願事項の変更） 

第１３条ノ２ 都道府県知事正当ノ事由アリト認ムルトキハ免許ヲ為シタル埋立ニ関

シ埋立区域ノ縮小、埋立地ノ用途若ハ設計ノ概要ノ変更又ハ前条ノ期間ノ伸長ヲ許

可スルコトヲ得 

２ 第３条、第４条第１項及第２項並第１１条ノ規定ハ前項ノ規定ニ依ル埋立地ノ用

途ノ変更ノ許可ニ関シ第４条第１項及第２項ノ規定ハ前項ノ規定ニ依ル埋立区域ノ

縮小又ハ設計ノ概要ノ変更ノ許可ニ関シ之ヲ準用ス 
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議案第３５号 

 

西条市職員退職手当条例等の一部を改正する条例について 

 

西条市職員退職手当条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市職員退職手当条例等の一部を改正する条例 

 （西条市職員退職手当条例の一部改正） 

第１条 西条市職員退職手当条例（平成１６年西条市条例第４６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１２条 退職をした者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（当該退職をした者が死亡した

ときは、当該退職に係る一般の退職手

当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、当該退職をした者が占

めていた職の職務及び責任、当該退職

をした者の勤務状況、当該退職をした

者が行った非違の内容及び程度、当該

非違に至った経緯、当該非違後におけ

る当該退職をした者の言動、当該非違

が公務の遂行に及ぼす支障の程度並び

に公務に対する信頼に及ぼす影響を勘

案して、当該一般の退職手当等の全部

又は一部を支給しないこととする処分

を行うことができる。 

（懲戒免職等処分を受けた場合等の退

職手当の支給制限） 

第１２条 退職をした者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職を

した者（当該退職をした者が死亡した

ときは、当該退職に係る一般の退職手

当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、当該退職をした者が占

めていた職の職務及び責任、当該退職

をした者の勤務状況、当該退職をした

者が行った非違の内容及び程度、当該

非違に至った経緯、当該非違後におけ

る当該退職をした者の言動、当該非違

が公務の遂行に及ぼす支障の程度並び

に公務に対する信頼に及ぼす影響を勘

案して、当該一般の退職手当等の全部

又は一部を支給しないこととする処分

を行うことができる。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 法第２８条第４項の規定による失

職               

      又はこれに準ずる退職

をした者 

(2) 法第２８条第４項の規定による失

職（法第１６条第１号に該当する場

合を除く。）又はこれに準ずる退職

をした者 

２、３ (略) 

附 則 

２、３ (略) 

附 則 

１１ 令和４年３月３１日 以前に退職 １１ 平成３４年３月３１日以前に退職
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した職員に対する第１０条第１０項の

規定の適用については、同項中「第２

８条まで」とあるのは「第２８条まで

及び附則第５条」と、同項第２号中「

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定

する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者であって、同法第２４

条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者として規則で定める者に該当

し、かつ、市長が同項に規定する指導

基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規

定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの」とあるのは 

した職員に対する第１０条第１０項の

規定の適用については、同項中「第２

８条まで」とあるのは「第２８条まで

及び附則第５条」と、同項第２号中「

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定

する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者であって、同法第２４

条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者として規則で定める者に該当

し、かつ、市長が同項に規定する指導

基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規

定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの」とあるのは 

「イ 雇用保険法第２２条第２項に規

定する厚生労働省令で定める理由

により就職が困難な者であって、

同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として規則

で定める者に該当し、かつ、市長

が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当で

あると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険 

法附則第５条第１項に規定する地

域内に居住し、かつ、市長が同法

第２４条の２第１項に規定する指

導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第４条

第４項に規定する職業指導を行う

ことが適当であると認めたもの（ 

アに掲げる者を除く。）    」 
 

「イ 雇用保険法第２２条第２項に規

定する厚生労働省令で定める理由

により就職が困難な者であって、

同法第２４条の２第１項第２号に

掲げる者に相当する者として規則

で定める者に該当し、かつ、市長

が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当で

あると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険 

法附則第５条第１項に規定する地

域内に居住し、かつ、市長が同法

第２４条の２第１項に規定する指

導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第４条

第４項に規定する職業指導を行う

ことが適当であると認めたもの（ 

アに掲げる者を除く。）    」 
 

とする。 とする。 
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（西条市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 西条市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１６年西条市条

例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（失職の特例） （失職の特例） 

第５条 任命権者は、法第１６条第１号

に該当するに至った職員のうち、その

罪が過失によるものであり、かつ、刑

の執行を猶予された者については、情

状により特にその職を失わないものと

することができる。 

第５条 任命権者は、法第１６条第２号

に該当するに至った職員のうち、その

罪が過失によるものであり、かつ、刑

の執行を猶予された者については、情

状により特にその職を失わないものと

することができる。 

２ (略) ２ (略) 

 （西条市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 西条市職員の給与に関する条例（平成１６年西条市条例第４１号）の一部を

次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第１９条 期末手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条から第１９条の

３までにおいてこれらの日を「基準日

」という。）にそれぞれ在職する職員

に対して、それぞれ基準日の属する月

の市長が規則で定める日（次条及び第

１９条の３第１項においてこれらの日

を「支給日」という。）に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し

                 

                 

 、又は死亡した職員（第２１条第５

項の規定の適用を受ける職員及び市長

第１９条 期末手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条から第１９条の

３までにおいてこれらの日を「基準日

」という。）にそれぞれ在職する職員

に対して、それぞれ基準日の属する月

の市長が規則で定める日（次条及び第

１９条の３第１項においてこれらの日

を「支給日」という。）に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し 

、若しくは法第１６条第１号に該当し

て法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡した職員（第２１条第５

項の規定の適用を受ける職員及び市長
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が規則で定める職員を除く。）につい

ても、同様とする。 

が規則で定める職員を除く。）につい

ても、同様とする。 

２、３ (略) 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞ

れその基準日現在（退職し     

   、又は死亡した職員にあって

は、退職し        、又は死

亡した日現在）において職員が受ける

べき給料の月額（育児短時間勤務職員

等にあっては、給料の月額を算出率で

除して得た額）及び扶養手当の月額並

びにこれに対する地域手当の合計額と

する。 

５、６ (略) 

２、３ (略) 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞ

れその基準日現在（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在）において職員が受ける

べき給料の月額（育児短時間勤務職員

等にあっては、給料の月額を算出率で

除して得た額）及び扶養手当の月額並

びにこれに対する地域手当の合計額と

する。 

５、６ (略) 

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該

当する者には、前条第１項の規定にか

かわらず、当該各号の基準日に係る期

末手当（第４号に掲げる者にあって

は、その支給を一時差し止めた期末手

当）は、支給しない。 

第１９条の２ 次の各号のいずれかに該

当する者には、前条第１項の規定にか

かわらず、当該各号の基準日に係る期

末手当（第４号に掲げる者にあって

は、その支給を一時差し止めた期末手

当）は、支給しない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に法第２８条

第４項の規定により失職した職員 

                

         

(2) 基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に法第２８条

第４項の規定により失職した職員（

法第１６条第１号に該当して失職し

た職員を除く。） 

(3) 、(4) (略) (3) 、(4) (略) 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及

び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する職員に対し、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の

勤務成績に応じて、それぞれ基準日の

属する月の市長が規則で定める日に支

第１９条の４ 勤勉手当は、６月１日及

び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する職員に対し、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の

勤務成績に応じて、それぞれ基準日の

属する月の市長が規則で定める日に支
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給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し             

                 

     、又は死亡した職員（市長

が規則で定める職員を除く。）につい

ても、同様とする。 

給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し、若しくは法第１６条第１号

に該当して法第２８条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（市長

が規則で定める職員を除く。）につい

ても、同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額

に、任命権者が市長が規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額のその者に所

属する次の各号に掲げる職員の区分ご

との総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額

に、任命権者が市長が規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額のその者に所

属する次の各号に掲げる職員の区分ご

との総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外

の職員 当該職員の勤勉手当基礎額

に当該職員がそれぞれの基準日現在

（退職し        、又は死

亡した職員にあっては、退職し  

      、又は死亡した日現

在。次項において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を

加算した額に１００分の９２．５を

乗じて得た額の総額 

(2) (略) 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外

の職員 当該職員の勤勉手当基礎額

に当該職員がそれぞれの基準日現在

（退職し、若しくは失職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現

在。次項において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を

加算した額に１００分の９２．５を

乗じて得た額の総額 

(2) (略) 

３～５ (略) ３～５ (略)  

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第２１条 (略) 第２１条 (略) 

２～４ (略) ２～４ (略) 

５ 第２項又は第３項に規定する職員

が、当該各項に規定する期間内で第１

９条第１項に規定する基準日前１箇月

以内に退職し           

                 

５ 第２項又は第３項に規定する職員

が、当該各項に規定する期間内で第１

９条第１項に規定する基準日前１箇月

以内に退職し、若しくは法第１６条第

１号に該当して法第２８条第４項の規
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       、又は死亡したとき

は、第１９条第１項の規定により市長

が規則で定める日に、当該各項の例に

よる額の期末手当を支給することがで

きる。ただし、市長が規則で定める職

員については、この限りでない。 

定により失職し、又は死亡したとき

は、第１９条第１項の規定により市長

が規則で定める日に、当該各項の例に

よる額の期末手当を支給することがで

きる。ただし、市長が規則で定める職

員については、この限りでない。 

６、７ (略) ６、７ (略) 

（西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第４条 西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１６年西条市

条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第１２条 期末手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対して支給する。こ

れらの基準日前１箇月以内に退職し 

                 

                 

 、又は死亡した職員で任命権者が定

めるものについても、同様とする。 

第１２条 期末手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対して支給する。こ

れらの基準日前１箇月以内に退職し、

若しくは法第１６条第１号に該当して

法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡した職員で任命権者が定

めるものについても、同様とする。 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第１３条 勤勉手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対しその者の勤務成

績に応じて支給する。これらの基準日

前１箇月以内に退職し       

                 

           、又は死亡し

た職員（市長が別に定める職員を除

く。）についても、同様とする。 

第１３条 勤勉手当は、６月１日及び１

２月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に対しその者の勤務成

績に応じて支給する。これらの基準日

前１箇月以内に退職し、若しくは法第

１６条第１号に該当して法第２８条第

４項の規定により失職し、又は死亡し

た職員（市長が別に定める職員を除

く。）についても、同様とする。 
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（退職手当） （退職手当） 

第１４条 (略) 第１４条 (略) 

２ 前項の退職手当は、次の各号のいず

れかに該当する者には、支給しない。 

２ 前項の退職手当は、次の各号のいず

れかに該当する者には、支給しない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 法第２８条第４項の規定により失

職               

      又は、これに準ずる退

職をした者 

(2) 法第２８条第４項の規定により失

職（法第１６条第１号に該当する場

合を除く。）又は、これに準ずる退

職をした者 

(3) (略) (3) (略) 

３～６ (略) ３～６ (略) 

 （西条市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第５条 西条市職員等の旅費に関する条例（平成１６年西条市条例第４５号）の一部

を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（旅費の支給） （旅費の支給） 

第３条 (略) 第３条 (略) 

２ (略) ２ (略) 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する

場合において、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第１６条第１号

から第４号まで若しくは第２９条第１

項各号に掲げる事由又はこれらに準ず

る事由により退職等となった場合に

は、前項の規定にかかわらず、同項の

規定による旅費は、支給しない。 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する

場合において、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第１６条第２号

から第５号まで若しくは第２９条第１

項各号に掲げる事由又はこれらに準ず

る事由により退職等となった場合に

は、前項の規定にかかわらず、同項の

規定による旅費は、支給しない。 

４～６ (略) ４～６ (略) 

 （西条市消防団条例の一部改正）  

第６条 西条市消防団条例（平成１６年西条市条例第２０７号）の一部を次のように

改正する。  

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 
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改正後 改正前 

（欠格条項） （欠格条項） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する

者は、団員となることができない。 

第７条 次の各号のいずれかに該当する

者は、団員となることができない。 

                (1) 成年被後見人又は被保佐人 

(1) 禁錮以上の刑に処せられ、その執

行を終わるまでの者又はその執行を

受けることがなくなるまでの者 

(2) 禁固以上の刑に処せられ、その執

行を終わるまでの者又はその執行を

受けることがなくなるまでの者 

(2) 第９条の規定により懲戒免職の処

分を受け、当該処分の日から２年を

経過しない者 

(3) 第９条の規定により免職  の処

分を受け、当該処分の日から２年を

経過しない者 

(3) （略） (4) （略） 

（分限） （分限） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当

するに至ったときは、その身分を失

う。 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当

するに至ったときは、その身分を失

う。 

(1) 前条第２号を除く各号のいずれか

に該当するに至ったとき。 

(1) 前条第３号を除く各号のいずれか

に該当するに至ったとき。 

(2) （略） (2) （略） 

附 則 

 この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。 
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提案理由 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に

関する法律（令和元年法律第３７号）が公布されたことに伴い、所要の条例改正を行

おうとするものである。 
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議案第３６号 

 

西条市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

西条市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市手数料条例の一部を改正する条例 

 西条市手数料条例（平成１６年西条市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表第２(第２条関係) 別表第２(第２条関係) 

手数料を徴収する

事項 

金額 

１、２ （略）  

３ 法第１１条第

１項前段の規定

に基づく危険物

の貯蔵所の設置

の許可 

 

(1)～(4) (略)  

(5) 浮き屋根式

特定屋外タン

ク貯蔵所及び

浮き蓋付特定

屋外タンク貯

蔵所 

 

ア、イ (略)  

ウ 危険物の

貯蔵最大数

量が１万キ

ロリットル

以上５万キ

ロリットル

未満のもの 

１，５９０，０００円 

エ 危険物の

貯蔵最大数

量が５万キ

ロリットル

以上１０万

キロリット 

１，９５０，０００円 

 

手数料を徴収する

事項 

金額 

１、２ （略）  

３ 法第１１条第

１項前段の規定

に基づく危険物

の貯蔵所の設置

の許可 

 

(1)～(4) (略)  

(5) 浮き屋根式

特定屋外タン

ク貯蔵所及び

浮き蓋付特定

屋外タンク貯

蔵所 

  

ア、イ (略)  

ウ 危険物の

貯蔵最大数

量が１万キ

ロリットル

以上５万キ

ロリットル

未満のもの 

１，５８０，０００円 

エ 危険物の

貯蔵最大数

量が５万キ

ロリットル

以上１０万

キロリット 

１，９４０，０００円 
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ル未満のも

の 

 

オ 危険物の

貯蔵最大数

量が１０万

キロリット

ル以上２０

万キロリッ

トル未満の 

２，２７０，０００円 

もの  

カ～ク (略)  

(6)～(12) (略)  

４～１８ （略）  
 

ル未満のも

の 

 

オ 危険物の

貯蔵最大数

量が１０万

キロリット

ル以上２０

万キロリッ

トル未満の 

２，２６０，０００円 

もの  

カ～ク (略)  

(6)～(12) (略)  

４～１８ （略）  
 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この条例による改正後の西条市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後の

申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお

従前の例による。  
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提案理由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和元年政令第

１２号）が施行されることに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第３７号 

 

西条市図書館設置及び管理条例の一部を改正する条例について 

 

西条市図書館設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市図書館設置及び管理条例の一部を改正する条例  

西条市図書館設置及び管理条例（平成２１年西条市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（休館日） （休館日） 

第３条 図書館           

          の休館日は、次

に掲げるとおりとする。 

第３条 西条市立西条図書館（以下「西

条図書館」という。）の休館日は、次

に掲げるとおりとする。 

(1) 月曜日。ただし、その日が国民の

祝日に関する法律(昭和２３年法律

第１７８号)に規定する休日(この号

において単に「休日」という。)に

当たるときは、その日の後におい

て、その日に最も近い日曜日若しく

は土曜日又は休日でない日とする。 

 

(2) （略） (1) （略） 

(3) （略） (2) （略） 

(4) （略） (3) （略） 

 ２ 西条市立東予図書館（以下「東予図

書館」という。）、西条市立丹原図書館

（以下「丹原図書館」という。）及び

西条市立小松温芳図書館（以下「小松

温芳図書館」という。）の休館日は、

次に掲げるとおりとする。 

 (1) 東予図書館にあっては月曜日、丹

原図書館にあっては金曜日、小松温

芳図書館にあっては水曜日とする。

ただし、これらの日が国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日（この号にお

いて単に「休日」という。）に当た

るときは、これらの日の後におい
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て、これらの日に最も近い日曜日若

しくは土曜日又は休日でない日とす

る。 

 (2) １２月２９日から翌年の１月３日

まで 

 (3) 館内整理日（毎月末日。ただし、

１２月に限り２８日とする。） 

 (4) 特別館内整理期間（教育委員会が

定める期間） 

２ 前項 の規定にかかわらず、教育委

員会が特に必要があると認めたとき

は、休館日を変更し、又は別に休館日

を定めることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、教育委

員会が特に必要があると認めたとき

は、休館日を変更し、又は別に休館日

を定めることができる。 

（開館時間） （開館時間） 

第４条 図書館の開館時間は、西条市立

西条図書館（以下「西条図書館」とい

う。）にあっては午前９時３０分から

午後８時３０分まで、西条市立東予図

書館（以下「東予図書館」という。）、

西条市立丹原図書館（以下「丹原図書

館」という。）及び西条市立小松温芳

図書館（以下「小松温芳図書館」とい

う。）にあっては午前１０時から午後

６時までとする。 

第４条 図書館の開館時間は、西条図書

館                

   にあっては午前９時から午後１

０時まで     、東予図書館  

                、

丹原図書館            

       及び小松温芳図書館 

                 

   にあっては午前９時から午後７

時まで とする。 

２ （略） ２ （略） 

附 則  

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  
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提案理由 

 図書館の開館時間及び休館日の見直しにより、時代に即した運営体制を構築し、持

続可能な図書館運営に取り組むため、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第３８号 

 

西条市立西条郷土博物館等設置及び管理条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

西条市立西条郷土博物館等設置及び管理条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市立西条郷土博物館等設置及び管理条例の一部を改正する条例  

西条市立西条郷土博物館等設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第９１号）

の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（開館時間） （開館時間） 

第５条 博物館等の開館時間は、次の各

号に掲げる博物館等について、当該各

号に定めるとおりとする。 

第５条 博物館等の開館時間は、次の各

号に掲げる博物館等について、当該各

号に定めるとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 西条市立東予郷土館 午前１０時

から午後６時まで 

(2) 西条市立東予郷土館 午前９時か

ら午後７時まで  

２ （略） ２ （略） 

附 則  

この条例は、令和２年４月１日から施行する。  
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提案理由 

 西条市立東予図書館の開館時間の見直しに伴い、複合施設である西条市立東予郷土

館の円滑な運営を図るため、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第３９号 

 

西条市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

西条市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

西条市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１６年西条市条例第１１４号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（利率及び保証人） （利率     ） 

第１４条 災害援護資金は、措置期間経

過後の              

   延滞の場合を除き無利子   

 とする。 

第１４条 災害援護資金は、据置期間中

は無利子とし、据置期間経過後はその

利率を延滞の場合を除き年３パーセン

トとする。 

２ 災害援護資金の貸付けを受けようと

する者は、保証人を立てなければなら

ない。 

 

３ 前項の保証人は、災害援護資金の貸

付けを受けた者と連帯して債務を負担

するものとし、その保証債務は、令第

９条の違約金を包含するものとする。 

 

（償還等） （償還等） 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還、

半年賦償還又は月賦償還とする。 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還又

は半年賦償還     とする。 

２                 

       貸付金の貸付けを受け

た者は、いつでも繰上償還をすること

ができる。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法と

する。ただし、貸付金の貸付けを受け

た者は、いつでも繰上償還をすること

ができる。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告

等、一時償還及び違約金については、

法第１３条、第１４条第１項及び第１

６条並びに令第８条、第９条及び第１

２条の規定によるものとする。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約

金及び償還金の支払猶予については、

法第１３条第１項及び令第８条から第

１２条までの規定によるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 



35 

２ この条例による改正後の西条市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、平成

３１年４月１日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害

援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯

の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 
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提案理由 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成３０年法律第６６号）等が施行されたことに伴い、所要の条例改

正を行おうとするものである。 
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議案第４０号 

 

西条市母子生活支援施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例につ

いて 

 

西条市母子生活支援施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市母子生活支援施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例  

 （西条市母子生活支援施設設置及び管理条例の一部改正）  

第１条 西条市母子生活支援施設設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第１１６

号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号。以下「法」という。）第３

５条第３項の規定に基づき、配偶者の

ない女子又はこれに準ずる事情にある

女子及びその者の監護すべき児童を入

所させて、これらの者を保護するとと

もに、これらの者の自立の促進のため

にその生活を支援するため、次のとお

り母子生活支援施設を設置する。 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号。以下「法」という。）第３

５条第３項の規定に基づき、配偶者の

ない女子又はこれに準ずる事情にある

女子及びその者の監護すべき児童を入

所させて、これらの者を保護するとと

もに、これらの者の自立の促進のため

にその生活を支援するため、次のとお

り母子生活支援施設を設置する。 

名称 位置 

  

（略）  
 

名称 位置 

西条市くるみ荘 西条市大町６８番地６ 

（略）  
 

（入所） （入所） 

第３条 施設の入所定数は、２０世帯と

する。 

第３条 施設の入所定数は次のとおりと

する。 

 (1) 西条市くるみ荘７世帯 

 (2) 西条市すみれ荘２０世帯 

２ （略） ２ （略） 

 （西条市母子生活支援施設設置及び管理条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 西条市母子生活支援施設設置及び管理条例の一部を改正する条例（平成３１

年西条市条例第９号）の一部を次のように改正する。  

  本則を次のように改める。  

西条市母子生活支援施設設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第１１６号)

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 
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改正後 改正前 

（入所） （入所） 

第３条 施設の入所定数は、１１世帯と

する。 

第３条 施設の入所定数は、２０世帯と

する。 

２ （略） ２ （略） 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

この条例は、公布の日から起算して１

年を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。 

この条例は、公布の日から起算して９

月を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。 

附 則  

この条例は、令和元年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布

の日から施行する。 
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提案理由 

 令和元年１１月３０日をもって西条市くるみ荘の運営を終了すること、及び西条市

すみれ荘の改修工期の変更に伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。
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議案第４１号 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例について 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年西

条市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による

代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であ

って、次の各号に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第２号の

規定を適用しないこととすることがで

きる。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による

代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であ

って、次の各号に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第２号の

規定を適用しないこと     がで

きる。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による

第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認め

るときは、同号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

 

５ 前項の場合において、家庭的保育事

業者等は、法第５９条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所

定員が２０人以上のものに限る。）で

あって、市長が適当と認めるものを第

１項第３号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなけれ

ばならない。 

 

(1) 子ども・子育て支援法第５９条の

２第１項の規定による助成を受けて
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いる者の設置する施設（法第６条の

３第１２項に規定する業務を目的と

するものに限る。） 

(2) 法第６条の３第１２項及び第３９

条第１項に規定する業務を目的とす

る施設であって、法第６条の３第９

項第１号に規定する保育を必要とす

る乳児・幼児の保育を行うことに要

する費用に係る地方公共団体の補助

を受けているもの 

 

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいず

れかの施設とする。 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいず

れかの施設とする。 

(1) ～(3) （略） (1) ～(3) （略） 

(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等

から調理業務を受託している事業者

のうち、当該家庭的保育事業者等に

よる給食の趣旨を十分に認識し、衛

生面、栄養面等、調理業務を適切に

遂行できる能力を有するとともに、

利用乳幼児の年齢及び発達の段階並

びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配

慮、必要な栄養素量の給与等、利用

乳幼児の食事の内容、回数及び時機

に適切に応じることができる者とし

て市が適当と認めるもの（家庭的保

育事業者が第２２条に規定する家庭

的保育事業を行う場所（第２３条第

２項に規定する家庭的保育者の居宅

に限る            。

）において家庭的保育事業を行う場

合に限る。） 

(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等

から調理業務を受託している事業者

のうち、当該家庭的保育事業者等に

よる給食の趣旨を十分に認識し、衛

生面、栄養面等、調理業務を適切に

遂行できる能力を有するとともに、

利用乳幼児の年齢及び発達の段階並

びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配

慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼

児  の食事の内容、回数及び時機

に適切に応じることができる者とし

て市が適当と認めるもの（家庭的保

育事業者が第２２条に規定する家庭

的保育事業を行う場所（第２３条第

２項に規定する家庭的保育者の居宅

に限る。附則第３項において同じ。

）において家庭的保育事業を行う場

合に限る。） 

（連携施設に関する特例） （連携施設に関する特例） 
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第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者

のうち、法第６条の３第１２項第２号

に規定する事業を行う者であって、市

長が適当と認めるもの（附則第４項に

おいて「特例保育所型事業所内保育事

業者」という。）については、第６条

第１項本文の規定にかかわらず、連携

施設の確保をしないことができる。 

 

附 則 附 則 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後

に家庭的保育事業         

                 

            の認可を得

た施設等については、施行日から起算

して１０年を経過する日までの間は、

第１５条、第２２条第４号（調理設備

に係る部分に限る。）及び第２３条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。

）の規定は、適用しないことができ

る。この場合において、当該施設等

は、利用乳幼児への食事の提供を家庭

的保育事業所等内で調理する方法（第

１０条の規定により、当該家庭的保育

事業所等の調理設備又は調理室を兼ね

ている他の社会福祉施設等の調理施設

において調理する方法を含む。）によ

り行うために必要な体制を確保するよ

う努めなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日後

に家庭的保育事業（第２２条に規定す

る家庭的保育事業を行う場所において

実施されるものに限る。）の認可を得

た施設等については、施行日から起算

して１０年を経過する日までの間は、

第１５条、第２２条第４号（調理設備

に係る部分に限る。）及び第２３条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。

）の規定は、適用しないことができ

る。この場合において、当該施設等

は、利用乳幼児への食事の提供を家庭

的保育事業所等内で調理する方法（第

１０条の規定により、当該家庭的保育

事業所等の調理設備又は調理室を兼ね

ている他の社会福祉施設等の調理施設

において調理する方法を含む。）によ

り行うために必要な体制を確保するよ

う努めなければならない。 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

４ 家庭的保育事業者等（特例保育所型

事業所内保育事業者を除く。）は、連

携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必 

４ 家庭的保育事業者等       

              は、連

携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必 
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要な適切な支援を行うことができると

市が認める場合は、第６条第１項本文

の規定にかかわらず、施行日から起算

して１０年を経過する日までの間、連

携施設の確保をしないことができる。 

要な適切な支援を行うことができると

市が認める場合は、第６条第１項本文

の規定にかかわらず、施行日から起算

して５年 を経過する日までの間、連

携施設の確保をしないことができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成３１年

厚生労働省令第４９号）が施行されたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするも

のである。 
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議案第４２号 

 

西条市認定こども園条例の一部を改正する条例について 

 

西条市認定こども園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市認定こども園条例の一部を改正する条例  

西条市認定こども園条例（平成２７年西条市条例第２６号）の一部を次のように

改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 法第１２条の規定に基づき、次

のとおり認定こども園を設置する。 

第２条 法第１２条の規定に基づき、次

のとおり認定こども園を設置する。 

名称 位置 

西条市立河北こど

も園 

（略） 

西条市立東予南こ

ども園 

西条市石田３９７番

地１ 
 

名称 位置 

西条市立河北こど

も園 

（略） 

 

 

 

 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（準備行為）  

２ 入園の申込みその他必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うこ

とができる。 

 （西条市保育所条例の一部改正）  

３ 西条市保育所条例（平成１６年西条市条例第１１７号）の一部を次のように改正

する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。  

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 法第３５条第３項の規定に基づ

き、次のとおり保育所を設置する。 

第２条 法第３５条第３項の規定に基づ

き、次のとおり保育所を設置する。 

名称 位置 

（略）  

 

 

 

 

名称 位置 

（略）  

西条市立東予南

保育所 

西条市石田３９７番地

１ 
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（略）  
 

（略）  
 

（西条市立幼稚園設置条例の一部改正）  

４ 西条市立幼稚園設置条例（平成１６年西条市条例第８２号）の一部を次のように

改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。  

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第２２条の目的を達成するた

め、本市に次の幼稚園を設置する。 

第１条 学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第２２条の目的を達成するた

め、本市に次の幼稚園を設置する。 

名称 位置 

（略）  

 

 

 

（略）  
 

名称 位置 

（略）  

西条市立東予

南幼稚園 

西条市石田３９７番地１ 

（略）  
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提案理由 

 令和２年度から西条市立東予南保育所及び西条市立東予南幼稚園を統合し、西条市

立東予南こども園を開設することに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第４３号 

 

西条市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

西条市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市印鑑条例の一部を改正する条例  

西条市印鑑条例（平成１６年西条市条例第１５３号）の一部を次のように改正す

る。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（登録資格） （登録資格） 

第２条 住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号。以下「法」という。）に

基づき本市が備える住民基本台帳に記

録されている者は、１人１個に限り印

鑑の登録を受けることができる。 

第２条 住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号          ）に

基づき本市の   住民基本台帳に記

録されている者は、１人１個に限り印

鑑の登録を受けることができる。 

２ （略） ２ （略） 

（登録印鑑の制限） （登録印鑑の制限） 

第６条 市長は、登録申請に係る印鑑が

次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該印鑑の登録をすることができ

ない。 

第６条 市長は、登録申請に係る印鑑が

次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該印鑑の登録をすることができ

ない。 

(1) 住民基本台帳に記録されている氏

名、氏、名、旧氏（住民基本台帳法

施行令（昭和４２年政令第２９２

号。以下「令」という。）第３０条

の１３に規定する旧氏をいう。以下

同じ。）若しくは通称（令第３０条

の１６第１項          

             に規定

する通称をいう。以下同じ。）又は

氏名、旧氏若しくは通称の一部を組

み合わせたもので表していないもの 

(1) 住民基本台帳に記録されている氏

名、氏、名           

                

                

                

    若しくは通称（住民基本台

帳法施行令（昭和４２年政令第２９

２号）第３０条の２６第１項に規定

する通称をいう。以下同じ。）又は

氏名   若しくは通称の一部を組

み合わせたもので表していないもの 

(2) 職業、資格その他氏名、旧氏又は

通称以外のことを表しているもの 

(2) 職業、資格その他氏名   又は

通称以外のことを表しているもの 

(3)～(6) （略） (3)～(6) （略） 

２ 市長は、前項第１号及び第２号の規

定にかかわらず、外国人住民（法第３

２ 市長は、前項第１号及び第２号の規

定にかかわらず、外国人住民（法第３
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０条の４５に規定する外国人住民をい

う。以下同じ。）のうち非漢字圏の外

国人住民が住民票の備考欄に記載がさ

れている氏名のカタカナ表記又はその

一部を組み合わせたもので表されてい

る印鑑により登録を受けようとする場

合には、当該印鑑を登録することがで

きる。 

０条の４５に規定する外国人住民をい

う。以下同じ。）のうち非漢字圏の外

国人住民が住民票の備考欄に記録され

ている 氏名のカタカナ表記又はその

一部を組み合わせたもので表されてい

る印鑑により登録を受けようとする場

合には、当該印鑑を登録することがで

きる。 

（印鑑登録原票） （印鑑登録原票） 

第７条 市長は、印鑑登録原票を備え、

印影のほか次に掲げる事項を登録す

る。 

第７条 市長は、印鑑登録原票を備え、

印影のほか次に掲げる事項を登録す

る。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 氏名（氏に変更があった者に係る

住民票に旧氏の記載（法第６条第３

項の規定により磁気ディスク（これ

に準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物を

含む。以下同じ。）をもって調製す

る住民票にあっては、記録。以下同

じ。）がされている場合にあっては

氏名及び当該旧氏、外国人住民に係

る住民票に通称の記載がされている

場合にあっては氏名 及び当該通称

） 

(3) 氏名（            

                

                

                

                

                

                

                

         外国人住民に係

る住民票に通称が記録されている 

場合にあっては、氏名及び  通称

）         

(4) （略） (4) （略） 

 (5) 性別 

(5) （略） (6) （略） 

(6) 外国人住民のうち非漢字圏の外国

人住民が住民票の備考欄に記載がさ

れている氏名のカタカナ表記又はそ

の一部を組み合わせたもので表され

ている印鑑により登録を受ける場合

にあっては、当該氏名のカタカナ表

記 

(7) 外国人住民のうち非漢字圏の外国

人住民が住民票の備考欄に記録され

ている 氏名のカタカナ表記又はそ

の一部を組み合わせたもので表され

ている印鑑により登録を受ける場合

にあっては、当該氏名のカタカナ表

記 
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２ 前項各号に掲げる事項については、

磁気ディスク           

                 

           をもって調製

することができる。 

２ 前項各号に掲げる事項については、

磁気ディスク（これに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物を含む。）をもって調製

することができる。 

（印鑑登録原票登録事項の職権修正） （印鑑登録原票登録事項の職権修正） 

第１０条 市長は、法      に基

づく届出等により、印鑑登録原票の登

録事項に変更があることを知ったとき

は、第１２条の規定により印鑑登録の

抹消を行う場合のほか、印鑑登録原票

の登録事項について職権で修正しなけ

ればならない。 

第１０条 市長は、住民基本台帳法に基

づく届出等により、印鑑登録原票の登

録事項に変更があることを知ったとき

は、第１２条の規定により印鑑登録の

抹消を行う場合のほか、印鑑登録原票

の登録事項について職権で修正しなけ

ればならない。 

（印鑑登録の抹消） （印鑑登録の抹消） 

第１２条 市長は、印鑑登録者が次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該

印鑑の登録を抹消しなければならな

い。 

第１２条 市長は、印鑑登録者が次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該

印鑑の登録を抹消しなければならな

い。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 氏名、氏（氏に変更があった者に

あっては、住民票に記載がされてい

る旧氏を含む。）又は名（外国人住

民にあっては、通称又は氏名のカタ

カナ表記を含む。）を変更したた

め、登録されている印鑑が第６条第

１号に該当することになったとき。 

(6) 氏名、氏           

                

        又は名（外国人住

民にあっては、通称又は氏名のカタ

カナ表記を含む。）を変更したた

め、登録されている印鑑が第６条第

１号に該当することになったとき。 

(7)、(8) （略） (7)、(8) （略） 

附 則  

この条例は、令和元年１１月５日から施行する。  
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提案理由 

住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令（平成３１年政令第１５２号）が施

行されること、及び印鑑登録証明書に性別を記載することを廃止することに伴い、所

要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第４４号 

 

西条市西ひうち水道条例及び西条市水道事業給水条例の一部を改正する 

条例について 

 

西条市西ひうち水道条例及び西条市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市西ひうち水道条例及び西条市水道事業給水条例の一部を改正する 

条例 

（西条市西ひうち水道条例の一部改正） 

第１条 西条市西ひうち水道条例（平成１６年西条市条例第１４２号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 

第２２条 市長は、水の供給を受ける者

の給水装置の構造及び材質が、水道法

施行令（昭和３２年政令第３３６号）

第６条に規定する給水装置の構造及び

材質の基準に適合していないときは、

その者の給水契約の申込みを拒み、又

はその者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間、その者に対する給水

を停止することができる。 

第２２条 市長は、水の供給を受ける者

の給水装置の構造及び材質が、水道法

施行令（昭和３２年政令第３３６号）

第５条に規定する給水装置の構造及び

材質の基準に適合していないときは、

その者の給水契約の申込みを拒み、又

はその者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間、その者に対する給水

を停止することができる。 

２ （略） ２ （略） 

（西条市水道事業給水条例の一部改正） 

第２条 西条市水道事業給水条例（平成１６年西条市条例第２００号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 

第３１条 管理者は、水の供給を受ける

者の給水装置の構造及び材質が、水道

法施行令（昭和３２年政令第３３６号

）第６条に規定する給水装置の構造及

び材質の基準に適合していないとき

は、その者の給水の申込みを拒み、又 

第３１条 管理者は、水の供給を受ける

者の給水装置の構造及び材質が、水道

法施行令（昭和３２年政令第３３６号

）第５条に規定する給水装置の構造及

び材質の基準に適合していないとき

は、その者の給水の申込みを拒み、又 
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はその者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間、その者に対する給水

を停止することができる。 

２ （略） 

はその者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間、その者に対する給水

を停止することができる。 

２ （略） 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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提案理由 

 水道法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政

令（平成３１年政令第１５４号）が施行されることに伴い、所要の条例改正を行おう

とするものである。 

 

関係法令 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号） 

（給水装置の構造及び材質） 

第１６条 水道事業者は、当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及 

 び材質が、政令で定める基準に適合していないときは、供給規程の定めるところに

より、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間その者に対する給水を停止することができる。 

 

 水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号） 

（給水装置の構造及び材質の基準） 

第５条 法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

(1) 配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から３０センチメートル

以上離れていること。 

(2) 配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量

に比し、著しく過大でないこと。 

(3) 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこ

と。 

(4) 水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、

又は漏れるおそれがないものであること。 

(5) 凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

(6) 当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

(7) 水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給

水装置にあっては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられているこ

と。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令

で定める。 
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議案第４５号 

 

西条市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

西条市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例  

西条市病院事業の設置等に関する条例（平成１６年西条市条例第２０１号）の一

部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（経営の基本） 

第２条 （略） 

２ 病院の名称、位置、診療科目及び病

床数は、次の表のとおりとする。 

名

称 

位置 診療科目 病床数 

西

条

市

立

周

桑

病

院 

西条市

壬生川

１３１

番地 

内科、外科、

産婦人科、精

神 科 、 小 児

科、脳神経外

科 、 泌 尿 器

科、皮膚科、

眼科、放射線

科 、 肛 門 外

科 、 神 経 内

科、耳鼻咽喉

科 、 整 形 外

科、麻酔科、

循環器内科 

一 般 病

床  １

８５床 

   

   

   

  

３ （略） 

（経営の基本） 

第２条 （略） 

２ 病院の名称、位置、診療科目及び病

床数は、次の表のとおりとする。 

名

称 

位置 診療科目 病床数 

西

条

市

立

周

桑

病

院 

西条市

壬生川

１３１

番地 

内科、外科、

産婦人科、精

神 科 、 小 児

科、脳神経外

科 、 泌 尿 器

科、皮膚科、

眼科、放射線

科 、 肛 門 科

 、 神 経 内

科、耳鼻咽喉

科 、 整 形 外

科、麻酔科、

循環器科  

一 般 病

床  １

８５床 

精 神 科

病 床  

１ ６ ５

床 

３ （略） 

附 則  

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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提案理由 

西条市立周桑病院の精神科病床を廃止し、及び一部の診療科目の名称を変更するた

め、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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報告第１３号 

 

   平成３０年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足    

比率の報告について 

 

 平成３０年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率につい

て、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項及び第２２条第１項の規定により、次のとおり議会に報告する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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○平成３０年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率の状況 

  

１ 財政健全化判断比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項関 

係） 

                          （単位：パーセント） 

 比    率 西条市比率   
早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

①  実 質 赤 字比 率 － 

 

11.95 以上 20.00 以上 

②  連結実質赤字比率 － 16.95 以上 30.00 以上 

③  
実質公債費比率 

（３か年平均） 
6.8 25.0 以上 35.0 以上 

④  将 来 負 担比 率 73.4  350.0 以上  

※ ①実質赤字比率と②連結実質赤字比率は、黒字決算であれば「－（傍 

線）」と表示される。 

※ ③実質公債費比率と④将来負担比率は、暫定値 

 

 

２ 公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

                            （単位：パーセント） 

比    率 会 計 区 分 西条市比率 

 

経営健全化 

基準 

⑤  

公営企業に

おける資金

不足比率 

簡易水道事業特別会計 

公営企業に

おける資金

不足は無し 

20.0 以上 

公共下水道事業特別会計 

港湾上屋事業特別会計 

小松地域交流事業特別会計 

本谷温泉事業特別会計 
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関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（健全化判断比率の公表等） 

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査

委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとと

もに、当該健全化判断比率を公表しなければならない。 

２～７ （略） 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１４号 

 

平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率の報告について 

 

 平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率について、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、次

のとおり議会に報告する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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○平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率の状況 

 

公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比   率 会計区分 西条市比率 

 

経営健全化

判断基準 

公営企業における

資金不足比率 
水道事業会計 

公営企業における

資金不足は無し 
20.0 以上 
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関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１５号 

 

平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率の報告について 

 

 平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率について、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、次

のとおり議会に報告する。 

 

令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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○平成３０年度西条市公営企業における資金不足比率の状況 

 

公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比   率 会計区分 西条市比率 

 

経営健全化

判断基準 

公営企業における

資金不足比率 
病院事業会計 

公営企業における

資金不足は無し 
20.0 以上 
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関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 



76 



77 

報告第１６号 

 

   消火活動中における物損事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決 

処分について 

 

 消火活動中における物損事故に伴い、次のとおり和解すること及び損害賠償の額を

決定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の

規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

 

  令和元年９月３日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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専決第１号 

 

   専決処分書 

 

 消火活動中における物損事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

  令和元年８月１３日 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 和解の相手方 

  省略   

 

２ 和解の内容 

(1) 相手方の車両の物損に対する修繕料を、一般財団法人全国消防協会消防業務賠

償責任保険から支払われる対物損害賠償金の範囲内で相手方に支払う。 

(2) 損害賠償の額 

車両の損害に係る額 金５２，５７０円 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。 
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提案理由 

 消火活動中における物損事故について、相手方と示談による解決を図るため専決処

分したので、これを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にするこ

とができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会

に報告しなければならない。 

 

 

 


